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1 はじめに
政府は 7月末に東日本大震災の復興基本方針を決定し、事業規模を 10年間

で 23兆円、その 8割の 19兆円を前半の 5年間に投入することを決定した。

しかし、復興事業の要となる財源については、当初、基本方針骨格で示されて

いた復興債の発行と、その償還財源のうち 10兆円分について 5～10年を期間

として所得税や法人税など基幹税の定率の臨時増税を充てることとされていた

ものが、基本方針では「時限的な税制措置」に修正され、また、復興債の償還
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期間も明示されないままとなった。現下の経済情勢や震災の経済への中長期的

な影響、巨額の財政赤字、税と社会保障の一体改革や B型肝炎和解金支払い

のための財源確保（増税）の必要などを考えれば、財源の選択が容易ではない

ことは事実である。しかし、財源確保に手間取って復興事業が遅延することが

あってはならず、資金の確保にはあらゆる可能性が検討されねばならない。

ところで、2010年度末における家計金融資産は総額約 1,500兆円に及び、う

ち 55%の約 800兆円は現金・預金である1)。復興財源はこうした個人金融資

産を、増税や復興事業全般に充当される復興債といった政府への資金吸収のか

たちでではなく、被災地での復興事業に直接的に資金供給するルートも考えう

る。本稿では、民間活力の活用枠を拡大した、自治体主導による復興事業とい

う枠組みを想定し、アメリカで都市の経済荒廃地域の再生手法として利用され

てきた TIF（Tax Increment Financing）による財源調達の可能性について検

討してみたい。

TIFに着目することの理由は、阪神淡路大震災後の復興事業に関連して阪

神間の被災自治体で実施された事業の公債費負担が現在も一部の自治体の財政

に深刻な影響を及ぼしている経験がある。国からの手厚い財政援助があったと

はいえ、復興事業の内容は長期的にその自治体にとって適切なものであったの

か、個々の事業に係る財政規律は考慮されていたのかなどの問題を考えると

き、市場からの資金調達によるがゆえに事業の将来性について厳格な見通しが

求められる TIFは、財政規律を担保した、地域の自主的な復興財源の一つと

して検討の余地がある。無論、都市部の経済的荒廃地域の再生と、震災、原子

力発電所事故による被害地域の復興とでは質的に大きく異なるものがあり、被

災地全般の復興事業への適用は困難である。しかし、今後、復興財源はその規

模と「復興」の趣旨に照らし合わせて、多様、複合的であるべきであって、そ

うした視点からも、例えば、特区制度の活用に対応させ、対象となる地域や事

業種類を絞り込んだ TIFの活用を検討すべきものと考える。

1) 日本銀行調査統計局「資金循環統計」2011 年第 1 四半期速報、2011 年 6 月 17 日発表。

— 84 —



前田：自治体の震災復興財源と TIF

2 TIFとは何か

(1) TIFの概要
アメリカにおける都市再生手法の一つであるTIF（Tax Increment Financing）

は、地方自治体の基幹税である地方財産税（Local Property Tax）に係る、一

種の特定財源制度である。TIFでは、都市内の荒廃地域を対象に地域指定を行

い、その地域の通常の地方財産税の不動産評価額を固定し、実際の評価額と固

定された評価額の差額にかかる税収を償還財源とする地方債（レベニュー・ボ

ンド）を起債して再開発事業を行う。開発・再開発地域内の資産所有者が負担

を負い、開発による利益を得る。再開発後の当該地域での地価上昇=財産税の

増収が十分でなければ償還財源の不足が生じる。

事業を実施するのは個々の自治体であるが、制度自体は州法に基づく、州の

制度である。TIF制度を最初に導入したのはカリフォルニア州で 1952年のこ

とであり、その後、1960年代にはミネソタ、ネバダ、オレゴン、ワシントン

の 4州が TIF法を制定した。

ただし、TIFの実施が増えるのは 1970年代になって都市再開発分野での連

邦補助金予算が縮小されて以降である。70年代末に「納税者の反乱」が起こ

り財産税増税に厳しい制約が課せられたカリフォルニア州で、連邦予算の緊縮

化=補助金削減や、金利の上昇などによって再開発事業の資金が逼迫したため

に、TIFによる財源調達が行われると、それを機に全米に普及することとなっ

た。TIF導入州は 70年代を通じて 17州、80年代には 33州、90年代を通じ

て 40州を超え、現在では 48州とワシントン DCにおいて利用されている。

(2) TIFの仕組み
TIFは都市再開発の手法の一つである。地域指定を行った特定市街地の再開

発とその財源調達を目的として、再開発事業によって生ずる不動産価格の上昇

がもたらす税収の増収額を前倒しするかたちで地方債（Tax Increment Bond；

以下、TIBと略す）を起債し、再開発前の財産税税収と開発による地価上昇後

の税収の差額を一定期間特別会計に繰り入れ、償還財源とするというかたちで
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再開発資金を賄う。通常、開発後の財産税の増収額は一般会計に繰り入れられ
るのであるが、TIFでは税収増収分が特別会計（信託基金）に繰り入れられ、
TIBの元利償還に充てられる。すなわち TIFは財産税の一部を指定地域の再
開発事業の目的税として利用することが特徴となる。
前述のように TIFは州の制度であって、州法によって規定されるものであ

るので、その仕組みは州によって差異があるが、一般的には次のような手順・
内容となっている。
①TIF事業地域の選定
州法で定められた基準・要件に基づき、地方公共団体の再開発局（地方団体

により担当部局は異なるがここでは再開発局という名称でそれらを総称する）
が TIF再開発地域の指定を行う。TIF事業地域に指定される要件は、一般的
には、再開発事業がなければ開発が行われないような、すなわち、財産税の課
税ベース（不動産価格）が低迷している荒廃地域であり、かつ開発リスクが非
常に高いこと等である。換言すれば、TIF事業が実施されなければ民間投資の
対象とはならない荒廃地域だけが指定の対象となる。
②指定地域の議会承認
再開発局は事業指定しようとする地域が再開発を必要とし、事業対象として

相応しい荒廃地域であることを公聴会等により確認した後に、市議会に事業計
画を提出し、その承認を得ねばならない。承認には当該事業の現実性の査定や
TIB起債リスクの審議等が義務づけられる。議会は計画を承認した上で、条
例を制定し、TIF事業の実施主体となる再開発公社を設置する。なお、議会の
承認がなされれば、そうでない場合に必要となる住民投票は不要となり、計画
実施へのタイムラグが小さくなる。
③財産税評価額凍結のための事業基準年の宣言
議会承認後、事業の基準年が宣言され、指定地域の財産税評価額を凍結され

る。以後、課税ベースの上昇による税収の増収分が記録され、開発信託基金に
充当された上で、事業期間中に TIBの起債収入がカウンティから再開発局に
支払われる2)。事業期間は一般的には 10年から 30年の間で設定される。
2) 事業の計画・実施は自治体によるが、地方財産税に係る税務行政（評価業務を含む）は広域の地

方公共団体であるカウンティが行うことが多い。
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④事業者募集と開発協定締結

再開発公社が民間の再開発事業者を募集し、開発協定を締結して官民一体型

の再開発事業が開始される。なお、開発協定には事業リスクの負担に関する地

方自治体と民間事業者との契約も含まれる。

⑤事業終了

事業期間が終了すると、当該 TIF事業地域は都市計画から削除され、以後、

その地域で徴収された財産税収は一般会計に繰り入れられる。

TIFの概略を単純化された図で示したものが図 1である。ここで横軸は時

間経過を、縦軸は TIF指定地域の不動産評価額を示している。アメリカの財

産税の場合、不動産の市場価格と評価額の差異は少ないので（わが国の固定資

産税のような課税上の評価額と市場価格の乖離が大きくない）、ここでの不動

産評価額は不動産価格と読み換えてもよい。

図 1 　 TIF の概念図

A

B C

D

E

TIF による再開発事業
開始の基準年

凍結された不動産評価額に係る財産税収
は一般財源になる

TIF 終了年

期間（年）

TIF 終了後、財産税収
は全て一般財源になる

開発後の不動産価
格の上昇パス

不動産評価額
開発後の不動産価格と固定された
評価額の差額部分に係る財産税増
収分は信託基金に繰り入れられ
TIB 償還財源になる

TIF事業では基準年を設定し（A点）、その時点で不動産評価額を凍結する。

すなわち不動産評価額は事業終了の D点まで ABの水準に固定され、開発に

よって上昇する（と予想される）不動産評価額と固定された不動産評価額との
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差額部分に係る財産税収（△ BEC×財産税率）は信託基金に繰り入れられ、

TIBの元利償還の財源に充当される。なお、凍結された不動産評価額に係る

財産税収（□ ABCD×財産税率）は一般会計に入れられ、通常の行政サービ

スの財源として利用される。

なお、TIBについて整理しておくと、TIBは再開発事業を行うために地方公

共団体が設立する再開発公社によって起債されるレベニュー・ボンド（Revenue

Bond）であり、償還は再開発信託基金を通じて行われる。元利は再開発公社の有

限債務であり、再開発公社を設立した自治体の一般歳入債（General Obligation

Bond）分とは区分される。基金には連邦政府の補助や、自治体の一般会計から

の繰入れもなされるが、主たる歳入は再開発事業による財産税増収分である。

債券の発行限度額は事業期間中の税の増収分（予想額）に開発業者への土地売

却収入や連邦・州補助金などを合計した金額から算定される。再開発事業の内

容にもよるが、連邦所得税上の免税債になることが多い。

3 TIFが普及した背景

(1) 1970年代における地域経済の疲弊
1970年代末から 80年代にかけてアメリカの都市、とりわけ大都市、イン

ナーシティにおいて失業の増加と貧困層の拡大3)、及びその大都市、都市中心

部への集中は、これらの地域の地方公共団体に慢性的な都市問題を生じさせ

た。1990年代初めに再びリセッションに入ると、財政逼迫と経済不振にあえ

ぐ大都市や都市部を抱える州や地方の議会では、企業誘致や地元企業の活性化

により雇用を創出し、貧困問題を解消させるために、税制や金融上のインセン

ティブを利用し、併せてインフラ整備も行おうとする動きが強まってくる。

多くの州や地方自治体は、中心市街地の再開発に行政が関与しなければ、民

間のディベロッパーや投資家は地価が安く、かつインフラ整備状況が良い郊外

への立地を選択することを予測していた。そこで、民間による再開発事業を中

3) NLC（National League of Cities）の 1992 年の報告書によれば、1970 年代末からの 10

年間で貧困層人口は 550 万人以上も増加した。
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心市街地の荒廃地域に引き込むために、まず、地方自治体がインフラ整備を行

うことが必要であるということで、その財源調達の手法として TIFが利用さ

れるようになる。なお、大半の州の TIF法では、TIFは大都市・都市中心市

街地の荒廃地域のみをその対象としている。

Klemanski（1990）が 1980年代半ばに行った調査では、その時点で TIFを

採用していた 33州のうち 18州が 1974年から 79年までの 5年間に TIF法

を施行し、地方公共団体が事業を実施できるようにしている4)。このことの背

景には 70年代半ば以降の経済・財政状況の悪化がある。なお、Klemanskiに

よれば、70年代後半に急増した TIF導入州において、実際に TIF事業を採

用・実施する地方公共団体が多かったのは北部及び西部の諸州であり、また、

議会－支配人型（Council-Manager Type）の自治体が多いのも特徴的であっ

た（現在、人口 2,500人以上の自治体の 5割強がこのタイプで、自治体の政府

形態の主流といえる）。

また、Forgey（1993）が 1992年に行った調査によれば、調査した 189市

のうち約 7割の 128市が少なくとも市内に 1地域の TIF指定地域を有し、企

業誘致や地元企業の活性化、中心市街地の再開発、低所得者や高齢者向け住宅

の供給、都市スプロール化の抑制等の施策として活用している5)。また、この

Forgeyの調査では、調査対象の都市の約 7割が人口 5万人以下であったが、

TIFを採用している市の約 9割が人口 1万人以上の団体で、採用していない

市の約半分が人口 1万人未満であった。このことから、人口規模が 1万人を

超える市において、それ以下の小都市よりも、TIFがより積極的に利用されて

いることになる。

なお、Man（1999）は、インディアナ州での調査より、TIFが 1人当たり所

得水準の低い自治体で採用されることが多いことを指摘している6)。これは、

TIFが経済開発の手段として経済的に疲弊した地域で用いられる傾向が強い

ことを示す。さらに、Dye（1997）は、イリノイ州北東部の自治体を対象とし

4) Klemanski（1990）、p.26.

5) Forgey（1993）、p.27.

6) Man（1999）、p.535.
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た調査により、相対的に人口規模の大きな、1人当たり所得水準の低い、成長

率の低い、そして非居住用資産に係る財産税課税ベースの大きな自治体におい

て、TIFの採用が多いことを指摘している7)。

(2) 財政環境の悪化
自治体の TIFの採用の増加は、大都市への連邦補助金の削減による財政逼

迫と連動するかたちで増えた。とりわけ、1980年代を通じて都市再開発に対

する連邦補助金が縮小されたことの影響が大きい。まず連邦補助金全体につい

てみておくと、1980年度において連邦補助金支出が連邦一般支出総額に占め

る割合は 15.5%で、州・地方支出総額に占める割合は 26.3%であったが、1990

年度になるとそれぞれ 10.8%、18.7%に低下している。また、1980年度に地

方公共団体に交付される連邦補助金の割合は（連邦補助金）全体のうち 28%で

あったのが、1991年度には 12%にまで下がった8)。

こうした全体の動向のなかで、社会資本整備におけるこの間の連邦補助金

も大幅に削減され、インフラ整備に係る支出に占める連邦補助金のウェイトは

1983年度の 22%が 90年度に 14%となっているし、また、インフレ率を考慮

した実質タームでみるとこの領域の連邦補助金支出は同じ期間に 21%も減少

しているのである。

他方で、地方財政レベルでは医療補助やその他、経常的な経費が大幅に増

大し、都市インフラ整備に向けられる地方自主財源の割合も縮小していく。さ

らに、1970年代以降、既に徐々に次第に縮小されてきた連邦補助金を補うか

たちで増えていた（地方公共団体に対する）州政府の補助金も、1980年代に

なると州財政の悪化もあって削減の方向に向かう。例えばインフラ整備の領域

での州補助金の州歳出全体に占める割合は 1980年度の 32.8%から 93年度に

28.8%に低下している。

ところで、1975年度と 93年度とを比較すると、連邦・州補助金全体で都市

7) Dye（1997）、p.147.

8) Department of Commerce, Bureau of Census, Statistical Abstract of the United

States, 各年度版による。
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を対象としたものの 1人当たり実質額（1982年基準）は 166ドルから 136ド

ルに約 2割縮小しており、また、連邦・州補助金支出の都市歳入に占める割合

も 33%から 22%へと低下している。このことは、1980年代以降、連邦及び州

政府の歳出プライオリティにおいて、インフラ整備にかかわらず都市そのもの

がその位置を低めたことを意味する。すなわち、実質的には都市再生の重要性

が増しているにもかかわらず、連邦政府、州政府とりわけ前者の都市問題への

関与が後退しているのであって、そうした中で地方自治体にとって都市再開発

への独自の財源を見いだす必要性が高まっているのである。

他方、地方財政レベルでは 1978年のカリフォルニアの「納税者の反乱」以

降、地方自治体の財政運営のあり方に関する国民的な関心が高まり、地方公共

支出を効率的、公正なものとし、税負担水準の上昇を抑制させることを目的と

した歳出・歳入規制（Tax and Expenditure Limitations）を州法で定める州

が増大する。歳出・歳入規制の内容は州によって異なるが、現在、何らかのか

たちでそれを導入している州は 46州に及ぶ。

歳出・歳入規制では一般的には地方公共団体が地方税を増税することに厳

しい制限が課せられ、そのほか、歳出の伸びや地方税以外の歳入手段の引き上

げも対象となることも多い。こうした面からも、医療補助など他の歳出圧力強

まっていることに加えて、地方自治体は都市再生の資金を地方税で賄うことも

容易でなくなっていた。

以上のような財政制約の下で、TIFは都市問題を抱える地方自治体にとっ

て魅力的な財源調達手段であり、それが 1980年代以降の TIF事業の増加につ

ながっているのである。

(3) 政治的な魅力
TIFには住民の税負担を引き上げずに、再開発事業の財源調達を可能にす

るという政治的な意味での魅力もある。TIF事業を実施した場合、指定地域

の不動産所有者は通常負担すべき財産税をそのまま支払うだけのことであり、

その地域に実質的な損失は生じない。また、大半の州では TIFに指定される

地域を荒廃地域に限定しているので、再開発事業により、その事業が余程杜撰
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でない限り、ほぼ確実に財産税の増収が期待できる。

さらに、多くの自治体では再開発の信託基金が十分に積み立てられてから

TIFによる再開発事業を開始する仕組みをとっているので、TIBや増税に対

して不安を抱く有権者にも受容されやすい。加えて、通常、TIBの起債に際

しては住民投票などの要件が課せられないので、事業を行おうとする自治体に

とっても利用しやすい財源調達手法となる。さらに、TIFでは、事業を実施す

る自治体はカウンティや学校区、その他課税権を有する地方公共団体に生じた

財産税の増収分の一部を再開発事業の資金とすることができる。

通常の再開発事業の場合、それに要する経費は実施主体の自治体が負担する

のにもかかわらず、将来の地価上昇からの財産税増収という便益はその地域の

属する他の団体（カウンティや学校区など）にも及ぶことになるが、TIFの場

合は、そうしたかたちで再開発事業を行う自治体のみが専ら負担するのではな

く、その団体以外もコストをシェアすることになるので、自治体が事業を実施

しやすくなる。

一方で、実施主体以外の（TIF指定地域が属する）地方自治体にとっても、

TIF事業開始時の不動産額に基づく財産税収は確保できるのであるし、再開発

事業終了・TIB完済後に不動産価値が高まることで将来的に多くの財産税収

を得ることができるという面で、TIFは魅力的な存在であるといえる。

(4) 地域間競争への対応
近年、税制や融資制度、その他のインセンティブを提供して企業立地を促進

し、地域経済を活性化させようという地方公共団体が増えている。企業立地に

関して競合関係にある他の地方公共団体がそうした施策を行っている場合、そ

れ以上のインセンティブを整えなければ地域間競争で不利になる。一時的に優

遇税制などによって税収が減少したとしても、企業立地や投資、地元企業の経

営環境の改善・活性化が実現すれば雇用が創出され、長期的な歳入増収が得ら

れるという効果が期待される。

実際にこうした動機で地方自治体が企業立地に向けたインセンティブを活

用するか否かについて、McHone（1987）は州レベルの実証研究により、近隣
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州でインセンティブが採用されている場合、その州でも同様の優遇措置を講ず

る傾向が強いことを9)、また、Anderson and Wassmer（1995）の財産税の減

免措置についての実証研究は、近隣の自治体での採用が強い要因となること

を10)、それぞれ明らかにしている。このように企業立地を促すための地域間

競争がインセンティブ活用に大きく作用することが実証されているわけである

が、TIFに関しても、Man（1999）によって地域間競争でライバル関係にあ

る隣接自治体での TIFの有無が採用の決定要因としての説明力を有すること

が示されている11)。

(5) 地方自治体の開発政策の再編
1980年代、連邦政府の経済開発分野での関与の低下と連邦補助金の削減を

受け、地方による都市再開発政策は居住地域を対象としたものから、中心市街

地の再開発をターゲットとし、その商業・企業関連の課税ベースを増やそうと

いうものに、また、連邦補助金を活用した行政関与型のものから、市場（企業）

ベースの手法のものに変容した。市場ベース型では、雇用の創出、経済開発の

面に重点が置かれる。

したがって、この時期に積極的に利用されるようになる TIFにおいても、

事業により不動産価格のより大きな上昇が期待できる（事業効率の良い）既存

の商業・企業エリア=中心市街地がその主たる対象となっていく（事業効率の

低い居住地域の再開発よりも優先される傾向がある）。前出の Forgey（1993）

の調査では、TIF事業を行っている自治体の 53%が既存の商業・企業エリア

での事業であるのに対し、40%の自治体が必ずしも既存の商業・企業ベースを

有さない地域も指定している12)。他方、Man（1999）では、とりわけサービ

ス産業の既存集積度と TIFの採用に強い正の相関関係があることも明らかに

されている13)。

9) McHone（1987）、p.28.

10) Anderson and Wassmer（1995）、p.743.

11) Man（1999）、p.1164.

12) Forgey（1993）、p.26.

13) Man（1999）、p.1166.
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4 TIFの長所と問題点
TIFは荒廃地域の再生という目標の下で、事業の立案・計画・実施の過程に

おいて、地方自治体と、民間開発事業者や地元経済界、住民など民間との、公

民パートナーシップを構築・強化するという民活主義の伝統にそった手法であ

るが、一般に以下のような長所や問題点が指摘されている。

(1) TIFの長所
①市場の失敗の是正

荒廃地域の再生の社会的な価値・外部経済、荒廃地域が存在することの社会

的費用・外部経済が市場では過小に評価されるため、市場メカニズムの下では

再開発を必要とする地域では適正規模の民間投資がなされない。TIFは投資

リスクを低下させ、あるいは投資収益を増大させることで、こうした市場の失

敗を是正し、荒廃地域に対する社会的に望ましい水準の民間投資を実現する。

②自主的・自己完結型の財源

TIFでは再開発地域でのインフラ整備事業に係る直接的な一般会計の歳出、

増税を必要としない。また、再開発事業を行う市以外の、当該荒廃地域が属す

る地方公共団体、例えばカウンティや学校区などに対して負担を生じさせるも

のでもない（アメリカの地方公共団体には自治体としての市町村と準自治体で

あるカウンティ、タウンシップ・タウン、学校区、特別区などがある。市町村

は狭域、カウンティは州の下部組織として広域でそれぞれ一般行政を処理し、

学校区や特別区は教育や上下水道、交通など特定のサービスを提供する。TIF

事業指定地域はこうした複数の地方公共団体に所属する）。

事業実施期間内に生ずる財産税の増収は信託基金に繰り入れられるが、TIB

償還後の財産税は一般会計に繰り入れられ、一般的な公共サービスの財源とし

て利用されるほか、カウンティや学校区など財産税を歳入減とする地方公共団

体にも追加的な歳入をもたらす。さらに、財産税を負担する不動産所有者に

とっても、特別な財産税の増税がなされるわけではなく、したがって、TIFは

地方公共団体、開発業者、地元の企業、住民のいずれの構成メンバーに対して

負担、損失を負わせることなく、地域再開発の資金を捻出する手法である。

— 94 —



前田：自治体の震災復興財源と TIF

③経済開発効果の広範性

TIFにより期待される効果（再開発事業による企業活動の活性化、雇用創

出・拡大、賃金上昇、不動産価値の上昇、財産税ほか地方所得税、消費税等の

地方税収の拡大など）は TIF事業を直接に実施する地方公共団体、指定地域

が属するカウンティや学校区のみならず隣接する地方公共団体にも及ぶことが

期待される。

④柔軟性・汎用性及び政治的な実現性

TIFは州法の基準を満たし、事業実施の妥当性を有する地域であればいつ

でも利用可能な再開発手法である。また、他の再開発施策（例えば後述の BID

など）を組み合わせて行うことも可能であるし、インフラ整備のようなハード

事業だけでなく企業立地促進のための包括的な租税減免・融資制度のようなソ

フトに基金を活用することもできる。

さらに、追加的な負担を地元の企業や住民に求めるものではないので合意

を得やすく、政治的な面からみて TIFは事業実現までのハードルが低い。政

治的に容認され易いのは、開発事業によって不動産価格が上昇し、その結果、

将来的に当該地域の不動産所有者の財産税負担が増大するのであるから、その

負担上昇分=増収分を信託基金に投入し、開発事業に利用することで受益と負

担の一致という公平性の基準を満たすからでもある。公平性に優れることは、

他の租税インセンティブのように、例えば進出企業への税の減免など特定の企

業等への優遇を行ったり、将来における地域の税収の伸びを低下させることな

く、地域の再生が可能となるという点においても認められよう。

加えて、政治的な意味での実現可能性について、前述のように、TIFは Impact

Fee（開発者負担金）などのように住民投票を行う必要がないこともその理由

の一つとしてあげられる。さらに、地方公共団体は TIBに対して一般債務を

負わないし（General Obligation Bondではなく、事業収益の範囲のみで償還

すればよい Revenue Bondである）、州政府も債務を負わない。また、一般的

に起債制限の対象とならない。そのことは後述のように TIBの市場性にも影

響してくるのではあるが、地方自治体にとっては制度的にも政治的にも（相対

的に）自由に起債ができることを意味する。
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(2) TIFの問題点
①企業立地の促進効果に関する疑念

上述の利点としてあげた点と矛盾するが、TIFそのものというよりも、そ

の他の租税インセンティブや融資制度も含めて州や地方公共団体が行う企業立

地促進施策そのものについて、その効果に不確実な要素がある。行政が提供す

る優遇税制や低利融資等は企業のコストの一部を軽減するにすぎないし、TIF

で民間ディベロッパーの投資リスクを低下させても、それだけで指定地域への

企業の投資を促進する条件が整うというわけでもない。実際、1970年代にな

された州・地方公共団体の経済開発政策の効果に関する実証研究では、企業立

地の選択基準として州・地方税の負担水準は優先度が低いし、また、州・地方

税負担と地域の経済成長率との間には有意な相関関係は認められていない。

さらに、仮に TIFに効果があったとしても、それであれば地域間競争の関

係にある他の地方公共団体も TIF制度を利用しようとするであろうから、結

果的にはやはりその効果は低下することになろう。

②TIFに関係する地方公共団体間の税収再配分の不明確さ

TIFの利点としてあげた経済効果の広範性と表裏一体の関係にある問題で

あるが、荒廃地域において TIF事業を行うことの経済効果（主としては将来

の財産税収の増収）が指定地域が所属するカウンティや学校区などの他の地方

公共団体にどれぐらい及ぶのかと、事業実施期間中にそれらの（TIF事業の実

施主体である地方公共団体以外の）地方公共団体にどれだけの税収のロスを生

じさせるのかの関係について不明確な部分がある。そのため、地方公共団体間

で軋轢が生ずる可能性がある。

③実際の手続きの複雑さ

TIF制度を利用しようとする地方公共団体の側から TIF制度が複雑であり

手続きに係るコストが大きいことが指摘されている。通常、各州の州法では

TIF指定が承認されるためには対象地域の市場調査、将来予測、不動産評価

データ、融資関連調査など相当量の調査報告書の作成が義務づけられており、

地方自治体には予算規模は小さくても申請事務が比較的容易な連邦や州政府の

補助金を利用しようという誘因が働く。また、TIFの起債についても、長所と
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してあげた政治的な容易さ等とは裏腹に、市場性のある起債を行うためには発

行主体の側にもそれなりの技術が要請され、それも地方自治体に TIFを敬遠

させる要因の一つとなっている。

④住民の参画とコントロールの欠如

これも TIFの長所の一つを別の視角からみた問題であるが、多くの州では

TIF事業について直接事業を行う地方自治体においても、また指定地域が所

属するカウンティや学校区などにおいても住民投票が義務づけられていない。

さらに、いったん事業が開始されると議会の統制が十分に及ばないことも含め

て、住民のコントロールが機能しないことが懸念される。また、そのことに関

連して広範な住民の参画を阻害する可能性も指摘されている。

⑤濫用の可能性

追加的な負担を住民に求めなくても開発利益が回収できるため、本来、TIF

での再開発が適当でない事業まで行われる可能性がある。実際、TIFはもとも

とスラムや荒廃地域の解消を目的としていたのであるが、サンフランシスコな

どでは、荒廃地域ではない地域における低・中所得層用住宅や交通機関、駐車

場などの整備、雇用機会の創出のための事業などにまで、適用範囲が拡大され

ている。

⑥TIB償還財源の不確実さ

TIFは再開発事業からの財産税の増収分を TIBの償還財源としており、そ

の増収分の範囲でしか元利償還されない。また、上述のように地方自治体や州

政府は債務負担を行わない。詳細は後述するが、こうしたことから償還基金の

確保に不確実性が生じる。

5 TIFの効果
TIFを用いた都市再生事業の効果に関する研究をいくつか紹介しておきた

い。まず、Forgey（1993）は、TIFを導入している自治体の 78%で事業開始後

に不動産価格の上昇が起こっているのに対し、反対に下落している団体は 2%し

かないことを明らかにしている14)。Forgeyの調査は全国の都市を対象とした

14) Forgey（1993）、p.28.
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ものであったが、このほか、イリノイ州（Davis（1989）,Ritter and Oldfield

（1990））、ウィスコシン州（Huddleston（1984））、ミネソタ州（Stinson（1992））

など個別の州・自治体を対象とした調査研究でも、TIF指定地域で不動産価格

が上昇するという同様の結果が得られている15)。

また、Andeson（1990）では、ミシガン州の自治体を対象とした分析を行い、

やはり TIFの導入が不動産価格の上昇に効果を有することを示している16)。

さらに、Wassmer（1994）は、地方自治体の代表的な 4つの経済開発手法、産

業開発債（Industrial Development Bond）、事業用資産の財産税減免、中心

市街地再開発局の設置、TIFの効果を計量的に比較し、TIFのみがその効果

において有意な結果を得られたことを明らかにした17)。

Man and Rosentraub （1998）では、インディアナ州の自治体のデータを

用いて行われた計量分析により、以下の結果を得ている18)。

　ａ）TIF事業により、それを行わなかった場合との対比で、指定地域内の持

ち家住宅の不動産価格は中位値で 11.4%、4,900ドル上昇する。

　ｂ）TIFの実施後 2年間は不動産価格への影響は出ない。効果が出るのは

それ以降となる。

　ｃ）TIFによる不動産価格の上昇効果は当該指定地域内だけでなく周辺地域

にも及んでおり、スピルオーバー効果が確認される。

以上は TIFの不動産価格引き上げ効果に焦点を当てたものであるが、Man

（1999）のパネルデータを用いた分析では、TIFの雇用創出に効果を有するこ

とについても統計上有意な結果を得ている19)。

6 震災復興財源としての可能性について
言うまでもないことであるが、東日本大震災からの「復興」である。「旧に

15) Davis（1989）, p.73、Ritter and Oldfield（1990）、p.145、Huddleston（1984）、p.46、
Stinson（1992）、p.247.

16) Anderson（1990）、p.160.

17) Wassmer（1994）、p.1270.

18) Man and Rosentraub （1998）、p.540.

19) Man（1999）、p.1160.
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復す、もとどおりにする」のではなく、「ふたたび興す、さかんにする」であ

る。今回の震災がなかったとしても、長きにわたっての大都市圏域と地方圏の

経済力の乖離、地域経済基盤の脆弱化があったことを考えれば、「ふたたび」の

基点をいつの時点でとらえるかは議論のあるところと思われるが、大震災とい

うあまりに不幸な契機ではあったが、これを機に「興す、さかんにする」こと

が重要である。

本稿でとりあげた TIFは都市の経済荒廃地域の再生に利用される手法であっ

て、アメリカにおいても災害からの復興を想定したものではないし、実際、ノー

スリッジ地震やハリケーン・カトリーナなどの大規模災害からの復興事業には

適用されていない。しかし、ここであえて震災復興財源、とりわけ地方自治体

の側での選択肢の一つとして TIFをとりあげたのは、「興す、さかんにする」

という復興の本質が、復興事業において、行政のみならず広範な民間活力の活

用なくしてはありえないためである。

その意味で、公民パートナーシップの再開発事業における TIFの経験を、

震災復興事業に適用することを検討する価値はあろう。無論、TIFは地方財産

税を、すなわち、もし、わが国で実施するとすれば固定資産税を、課税を継続

することを前提とする仕組みである。したがって、震災復興事業に組み込むと

しても、適用対象となる地域は限定されるし、震災や原子力発電所事故によっ

て壊滅的な影響を受けた団体、地方税の減免が適用される（べき）地域は対象

となりえない。

表 1に示すように、被災自治体の財政状況は震災以前から厳しい状況にあ

り、このほか地域経済の状態を考えれば、TIFの枠組みが普遍的に使用できる

ものではないことは明らかである。しかしながら、復興財源を弾力的、多様に

検討する場合、適用可能な地域も存在するはずである。

また、レベニュー・ボンドである TIBを通した民間資金の投入に、市場原

理が組み込まれることで、事業の内容が精査され、将来の財政規律が担保され

ることが期待できる。阪神大震災後の復興事業が復旧・復興に成果をあげなが

ら、同時に震災関連事業の起債に係る公債費負担が長期にわたって自治体の財

政運営を圧迫してきた経験は、震災復興事業の手法、内容、財源調達において
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いかされるべきである。

TIFの事業地域指定の要件が、指定がなされなければ開発事業が行われな

い荒廃地域であることは既に述べた。すなわち、開発リスクが低い地域である

ならば民間事業者による再開発が可能であるから、そのような地域においては

行政が TIFを用いて主導する再開発事業は必要とされない。TIFでは事業資

金を主として開発による財産税の増収分を担保とした地方債で賄い、さらに事

業期間中に必要な資金の不足分は地方自治体の公的資金を投入するのであるか

ら、民間の開発業者にとってはその分リスクが小さくなり、再開発事業への参

加が容易となる。

このように地方自治体がリスクを縮小させ、民間事業者の被災地域への投資

を呼び込む枠組み（TIF）を提供する一方で、行政と民間の事業リスク分担の

合意のうえで事業が実施されることで、それぞれが自立した立場で参画するこ

とになる。地方自治体、民間事業者双方に自立性が求められることが TIFの

特徴であり、意義となる。経済的な自立をめざす、震災復興後の地域のグラン

ドデザインを、地方自治体が民間との協働、民間からの投資に耐えうることを

一定の制約に、自主的に描くことが必要である。

次に、TIFによって、地方自治体の財源が乏しくても復興事業が実施できる

し、また、各年度の予算編成ごとに財源調達に頭を悩ませなくてよいこと等は

魅力的である。しかし、実際に資金を確保するために重要なことは、TIF事業

のために起債された地方債が市場性を有することである。すなわち、TIBが

購入する側の投資家にとって魅力的であるか否かがより重要なのであり、その

ためには TIF事業によって生ずると予想される計画地域の不動産価格の上昇

=元利返済の源となる復興事業後の固定資産税の増収、は正確に予測されねば

ならない。

図 2において、TIFを用いた震災復興事業を実施するにあたり再開発後に不

動産評価額が BEFの経路で上昇すると当該自治体が予想したとしよう。TIB

は△ BECの面積で示される事業期間中の評価額上昇分に税率を乗じた固定資

産税増収額（予想値）を前提に、起債される。もし、不動産評価額が現実には

BGHのパスでしか上昇しなかったとすれば、実際には TIBの元利償還の財
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図 2 　不動産評価額の予想値と現実値

A

B C

D

E

G
H

F不動産評価額

事業開始 事業終了
期間（年）

予想された不動産評価

現実の不動産評価額

源は△ BGCの面積に対応した固定資産税増収分しかないのであるから、レベ

ニュー・ボンドである TIBは予定していた利回りを実現できなくなり、投資

家に損失が生ずる。こうしたリスクは当然、投資家によって考慮されるので、

地方自治体が将来価格（評価額）の甘い予想を行った場合、低い格付けをなさ

れ、その TIBは市場性に欠くことにもなりかねない。

このように、増収額の見積もりが経済情勢（地域の経済環境及びマクロ経済

の動静など）や不動産市場の動向、潜在的な投資需要の有無、再開発による地

域再生効果などをどれだけ正確に判断してなされるかが、投資家の地方債購入

に影響し、ひいては実際に開発事業に必要な資金が調達できるか否かに影響す

る。また、もし、事業開始後に予測された不動産価格の上昇、固定資産税の増

収が実現しなければ、復興事業の信託基金の積立が不十分となって事業資金が

賄えないばかりか、債券保有者に損害発生し、自治体側に賠償責任が生ずる可

能性もある。

したがって、TIFがたとえ地方自治体にとって震災復興事業資金の確保を

容易にするものであったとしても、事業計画の必要性・妥当性（真にその荒廃

地域の再生が必要なのか、民間による復興事業は望めず、行政の関与が求めら

れているのか等）や事業効果（地域再生の効果が期待でき、地域の不動産価格

の上昇や、雇用の創出・拡大を含めた地域経済の活性化が可能なのか）などの
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予測が当局サイドで相当にしっかりとなされなければ TIF事業の実現性は低

いし、また、そのことに関する地方自治体の責任が強く求められる。

国、地方ともに厳しい財政制約下にあって、復興事業の財源確保が急がれね

ばならない。「復興」を目標とする限り、地域の自主性と財政規律、民間活力の

活用といった要素を有する TIFの適用について、その条件整備（レベニュー・

ボンドの導入など）も含めて、検討すべきである。
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